２０２３．４．１１
Ｎo.１１９１号

2023自治労県職労春闘要求提出交渉
公務員のカスハラ対策は所属任せにせず県全体で対応する問題です！
職員の雇用、労働条件に関わる地方独立行政法人化問題は労使交渉事項であることを労務局長と確認

　自治労県職労は3月28日、2023年春季要求書を労務担当局長に提出し交渉を行いました。
　冒頭鈴木委員長は、「３年間にわたった新型コロナウイルスへの対応は、５月の５類移行をもってひとつの区切りとなる。これまでも自治労県職労は、コロナ応援体制の見直しと、対策本部の人員確保を要求してきた。当局は職員の頑張りに対し、目に見える形でしっかりと答えを出してほしい。また、二度と100時間超の時間外勤務といった過重労働が生じることのないよう、しっかり対応していただきたい。最後に、県労連の課題ではあるが、今年の民間春闘では、昨今の物価高を踏まえ大幅なベースアップが実現している。当然私ども県職員も大いに期待をしており、こうした思いを誠意をもって受け止めていただきたい。」とあいさつし、交渉に入りました。

主な要求項目
Ⅰ　生活条件の改善について
	〇要求項目／1. 基本賃金について
（２）初任給を抜本的に見直すとともに、若年層の賃金改善を行うこと。


主張⇒いま公務員受験を考えている学生も、民間春闘における初任給引上げのニュースを見ている。こうした社会の動向を踏まえ、本県の初任給も引上げを実現すべきだ。
主張⇒県職員になろうとしている学生であっても、今のように民間との初任給格差が大きくなると進路を変更してしまい、ますます人材確保が困難になってしまう。人事委員会も含め、県労連での課題だと思うが、今後の公務員の給与のあり方について検討する必要がある。
	〇要求項目／2.諸手当について
（３）新採用職員の赴任旅費について、移転料を支給すること。


主張⇒移転に伴う支出は新採用職員には負担が大きい。他県では支給されているところもあり、県外からも人材を確保するためには不可欠だ。
	〇要求項目／3. 諸制度の整備・充実について
（１）子の看護休暇の看護対象を拡大し「家族看護休暇」とすること。
（４）短期介護休暇を一人年10日に改善すること。
（７）育児休業取得者の勤勉手当算定にあたっての期間率を改善すること。


主張⇒定年延長が進んでいく中、子のみならず「孫」休暇の導入も検討してほしい。すでに宮城県で導入されている。祖父母も積極的に育児に携わることで子育て世代のサポートにつながる。
主張⇒親の介護のためには、現状の日数（年間5日）では足りないという声が多い。高齢層職員が働き続けられる条件として介護との両立は大きな課題となっていることから、様々な介護支援策を検討してほしい。
主張⇒勤勉手当については育児休業取得期間の算入率がゼロとなっているが、近年は勤勉手当の比率が上がっているため、育児休業を取得していくと、どんどん手当が下がっていく。次世代育成支援の観点からも見直すべき。
	〇要求項目／4.新型コロナウイルス感染症対策
（１）新型コロナウイルス感染症対策関連業務については、対策本部室等に必要な人員を配置し、全庁応援体制を解消すること。

（２） 新型コロナウイルス感染症の拡大により、やむを得ず全庁応援態勢を継続する場合は、全庁的に不急業務を洗い出し、業務の休止・廃止が可能な所属から異動等させること。また、業務が休止・廃止されないにもかかわらず、人事異動等をする場合は、代替職員を確実に確保すること。


主張⇒率直な現場感覚として、コロナ以前の業務が次々と復活しているにもかかわらず、縮小傾向とはいえコロナ応援業務がのしかかり、どの職場も極めて厳しい状況だ。今すぐにも応援体制の解消を決断すべき。
Ⅱ　健康で働き続けられる労働条件の確立について
	〇要求項目／1. 過重労働の撲滅について
（１）2022年度当初に100時間超の時間外勤務が発生したことを重く受け止め、特例業務であるか否かを問わず、過去も含め全ての事案について、その原因と対応を体系的に明らかにすること。

また、事案が特例であるか否かの判断については、自治労県職労と協議を行うこと。

（４）100時間超の時間外勤務が解消されない事実を踏まえ、時間外勤務削減に向けた労使協議を、最低3月に1回開催し、所属毎の平均時間外勤務時間、月毎の45時間超・80時間超の人数を報告し、発生の原因を明確にし、対策を協議すること。


主張⇒「働き方改革推進本部」の議事録を見ると、真剣に議論していることは伝わってくるが、100時間超勤務が減少している一方で、時間外勤務は全体として増加していると感じる。
主張⇒特例業務ではない45時間超勤務が実際に生じている。法令違反が起きているということで、極めて重い問題だ。
主張⇒事実を労使で確認し、具体的にどう改善していくかを協議する場を早急に設けるべき。
Ⅳ　仕事を進める条件の整備について
	〇要求項目／3. 行政システム改革等について
（３）地方独立行政法人の導入等については、職員の雇用問題であり、自治労県職労との事前協議と合意がない限り行わないこと。


主張⇒施設の独立行政法人化は、職員の雇用や賃金、労働条件に関わってくる大変重要な問題である。この間も病院や産技センターの独法化に当たっては誠実な交渉を行い、一定の労使合意を経てきた。独法化の課題は労使交渉事項であることをあらためて確認しておきたい。
	〇要求項目／5. だれもが快適に働ける環境の整備について
（１）庁舎、執務環境の改善
〇東分庁舎について、障害のある職員が通行できるよう通路幅を確保し、エレベーターに車いす用ミラーを設置し、エレベーターの開時間の延長、障害用駐車場から外に出ずに入る動線を確保するなど、当事者目線で施設を改善すること。
（４）誰もが気持ちよく働くための意識啓発について
〇公務員へのカスハラが多発していることから、職員を守るための対策を速やかに講じること。
〇ＬＧＢＴの職員にとって働きやすい職場環境を構築するために、引き続き意識啓発を進めること。


主張⇒エレベーターの車いす用ミラー設置等については従前からお願いしているところであり、速やかに改善していただきたい。また、東庁舎や西庁舎のエレベーターの開閉時間が大変短く危険な状態で、扉に挟まれる職員もいる。調整で済む話なので早期に対応してほしい。
主張⇒最近はニュースでも公務員に向けたカスハラが社会問題化している。とりわけコロナ禍の社会不安がそうした風潮を助長しており、長時間の電話やクレームで仕事以前に疲弊しているケースが頻繁に生じている。所属任せではなく組織として対策を講じないと防げない状況だ。
主張⇒県職員の窓口や電話対応が動画で公開されている状況。メンタルに影響が出ている例もある。

主張⇒ＬＧＢＴに関する国の政策が遅々として進まない現状に鑑み、県としていま以上に積極的に意識啓発を行う必要性を感じる。
	〇要求項目／6. 次世代育成支援について
（１）産前産後休暇、育児休暇に入る職員に対して、休暇制度や共済手続き、福利厚生制度について十分な説明を行うこと。

（２）男性の育児休暇取得促進に向けて、所属長等から職員に対して制度を説明する等、取得しやすい環境の整備を図ること。


主張⇒育児休業取得の意向を示した職員に対して、管理職らが制度をしっかり説明できるようにしてほしい。制度の概要はポータルを見て理解しろというのでは少し冷たく感じる。
Ⅴ　雇用と年金の接続について
	〇要求項目／9. 再任用制度について
（１）定年延長後の職員と再任用職員の間に格差が生じないよう、賃金・労働条件等の制度の見直しを行うこと。


主張⇒来年4月から定年延長となった職員が実際に働き出すが、今年中に再任用職員の処遇を改善し、格差を是正しないと職場に混乱を招き、離職にもつながりかねないので確定交渉に向けてしっかり検討してほしい。
主張⇒現在は、育児部分休業は未就学児までとなっているが、小学校入学後も育児は続くことから、制度の拡充を実現してほしい。
Ⅶ　ノーマライゼーションの推進について
	〇要求項目／2．職場環境の整備について
（３）視覚に障害のある職員への人事評価結果開示を点訳し、健康診断結果の点字版を早急に本人に届けること。
（６）本庁舎駐車場の舗装整備のスケジュールを明らかにすること。また、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。


主張⇒視覚障害者への点訳・点字による情報提供については毎年要求しており、今年度中に実現すべきだ。
主張⇒本庁舎駐車場の舗装についても長年要求してきており、いつ改修されるのか具体的に示してほしい。また、平塚合同庁舎や川崎県税事務所等の改修についても、具体的な内容やスケジュールを示してほしい。
